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これまで

• デジタル時代において、何が価値の源泉となる知財であり、そうした知財が価
値を生むためにはどのような仕組みが必要となるか

• デジタル時代における競争力を高めるツールとしての標準をどう位置付け、活
用すべきか

• デジタル化を支える人材（例：データ、AI等を担える人材（弁護士、弁理士
等））をどのように育成し、獲得すべきか

目指す社会像に向けた論点(案)

｢Society5.0｣や｢第四次産業革命｣といった社会構造の大きな変化に伴いデジタル化が急速に
進行する中、デジタル化を俯瞰的に捉えた知財の仕組みや日本全体の知財戦略のあり方はどう
あるべきか

デジタル空間

リアル空間

データ サービス

GAFA等のPFの台頭

国家の主権を超えた
社会・経済活動

価値ある手付かずのデータ
(ヘルスケア、スマートシティ等)

価値の源泉↑

価値の源泉↓

PFのリアルへの進出

デジタル空間

リアル空間

多様な主体の活躍

バランスの取れた実効的な
ガバナンスの仕組み価値の見える化

リアルのR&Dが
回収される仕組み

目指す社会像

データ サービスデジタル・リアル
の融合
IoT

AI

ヘルスケア、
スマートシ
ティ等におけ
るデータ活用

標準戦略を通
じたデジタル
時代における
価値創出



内閣府
知的財産戦略推進事務局中間報告

 いくつかの企業におけるDXの事例を、経営デザインシートで記述
 現状、成功要因としては、①経営者のDXへの決意、②データを活用して向上したUX※、
③データを活用してUXを向上させるビジネスモデル、④資源としてのデータと人材（エン
ジニア、リーガル部門）※ユーザーエクスペリエンス

 現状、課題としては、データの信頼性・公平性、データ提供者の受容性、データのフォー
マット化

①経営者のDXへの決意

②データを活用して向上した
UX

③データを活用してUXを向
上させるビジネスモデル

成功要因経営デザインシート（全社用）

④資源としてのデータと人材
（エンジニア、リーガル部
門）
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第４回構想委員会
事務局説明資料の再掲
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知的財産戦略推進事務局

リクルートのDXのポイント
① 企業存続に対する強い危機感
のもと、グローバルIT企業にトラ
ンスフォーメーションするという不
退転の決意

② 洗練されたUXを提供のため、ラ
イフイベントにおけるタッチポイント
を拡大し、データを活用

③ 上記洗練されたUXが活きる、
個人ユーザーと企業クライアント
の「出会い」を提供するビジネス
モデル（リボンモデル）

④ グローバルに活躍するエンジニア
の貢献

事例分析（リクルート）
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自社の目的・特徴 経営方針

「これから」の姿への移行のための戦略
解決策

移行のための課題

これからの外部環境

こ
れ
ま
で

必要な資源

経営デザインシート（全社用）

資源 価値

全社課題（弱み）

資源 ビジネスモデル 価値

これまでの外部環境

こ
れ
か
ら

ビジネスモデル

まだ、ここにない、出会い。より早く、シンプルに、もっと近くに。
「自ら機会を創り出し、その機会によって自らを変えよ」(創業者作成CREDO)

【人材関連事業】No.1グローバル総合人材サービス企業として顧客の人材調達をフルラインアップ
で支援する
【販売促進支援】アジアを中心にローカル企業とのJVを通じて、現地でのサービス基盤を構築する
【海外事業】M&Aを中心に事業基盤の構築・拡大を目指し、海外営業収益比率を50%へ
【国内事業】いち早く世界の技術革新を取り込みつつ、サービスを磨きこむことで売上・利益の継続的
成長を実現。マーケットシェアを拡大し続ける。

内部資源
• 人材（優秀な営業部、自
社エンジニア）

• 人事制度（能力に応じた
昇給、権限の委譲）

• プラットフォーム（PF）（雑
誌、ウェブ）

• 法令チェック体制

知財
• ソフトウェア、データ

• 低い海外営業収益比率(約
4%)

• ライフイベントにおけるタッチポイン
ト拡大の余地(高校生以下・退
職後世代、小売り分野)

＋要素
企業の求人意欲が回復基調
想定以上の消費マインドの回復

－要素
震災の影響

• 経営陣のアスピレーション（グローバルIT企業にトランスフォーメーションすることを不退転の決意で意思決定
（2011年、次期経営陣（当時）の決断））

• 海外企業の買収を通じたデジタル化の一層の促進
買収対象企業の選定、買収の2段階プロセス（マイノリティシェア→100%買収）

• タッチポイントを有する企業の買収、タッチポイントに関する新しい事業の立ち上げ(特に、高校生以下・
退職後世代、小売り)

• 新しいテクノロジーや専門性を身に着け新たなサービス分野に進取する
• 複数ＰＦのＩＤの標準化、複数ＰＦのデータ構造の標準化
• ブランドの統一化（複数のＰＦを一つのブランドに統一）
• 意思決定プロセスのイノベーション
・”Trial&Error”カルチャー、Faster Simpler＝Agile
・すべての決定を”User Value”の質問から行う
・Vision driven, Value driven, Data driven

• 海外でのＭ＆Ａを担
う人材

• 高度なエンジニアの獲
得

• 人材獲得やM&Aに
必要な資金

• タッチポイント(特に、
高校生以下・退職後
世代、小売り)

＋要素
震災からの復興
海外の経済成長
旺盛な人材の需要

－要素
国内の人手不足

• 海外展開のノウハウ獲得
• ライフイベントにおけるタッチポイントの充実

(高校生以下・退職後世代、小売り分野)
• データの質と量の充実 知財

提供先から得てきたもの
• 対価、データ

事業ポートフォリオ
• ①人材関連事業（人材採
用広告、斡旋、派遣他）

• ②販売促進支援事業（住
宅、結婚、日常消費他）

• ③その他
※①人材関連事業（派遣）が
最大のキャッシュカウ事業、そこで
得た資金を海外事業等へ投資

自社の強み
• リボンモデル
• 多様な分野のＰＦ

事業ポートフォリオ
• ①販促メディア（国内外での
ライフイベント、日常消費他）

• ②人材メディア（国内人材
募集、海外人材募集他）

• ③人材派遣（国内派遣、海
外派遣）

• ④その他
※①販促メディアで得たデータを
②人材メディアへ活用。①、②の
事業のEBITAを高める

自社の強み
• リボンモデル
• 多様な分野のＰＦ
• 高い海外営業収益比率
• 充実したタッチポイント

提供先から得るもの
• 対価、グローバルに収集した
データ、海外でのノウハウ

提供してきた価値
• 個人ユーザーと企業クライア
ントの出会い（国内97%）

提供する価値
• 個人ユーザと企業クライアント
の出会い
＞国内に加え海外の充実
＞赤ちゃんからお年寄りまでラ
イフイベントを通じた、「出会
い」の提供）

• データを活用した洗練された
UX

外部調達資源（誰から）
・

知財

内部資源
これまでの内部資源に加え
• 買収した海外企業
• グローバルに活躍するエンジ
ニア

• ライフイベント、日常省ティ
（高校生以下・退職後世
代、小売り分野）における
充実したタッチポイントによ
るさらなるデータ

• さらなる法令チェック体制

知財
• ソフトウェア、グローバルに
収集したデータ

外部調達資源（誰から）
・

知財

知財の果たしてきた役割

知財の果たす役割

時間軸：
2011年時点に2016年を目指して作成と想定

※経営デザインシート全体は別紙にて

DX：デジタルトランスフォーメーション
UX：ユーザーエクスペリエンス



内閣府
知的財産戦略推進事務局

コマツのDXのポイント
① 社会課題の解決に向け、コマツ自
身のDXが必須であると経営者が
理解し、やり切る意思を固める

② 顧客のUXを向上のため、施工だ
けではなくその他の各プロセスにつ
いてもソリューションを提供

③ ランドログ・スマートコンストラクショ
ンといったデジタル関連サービスによ
り建機の付加価値を向上させるビ
ジネスモデル

④ 現場のプロとして採用・育成したス
マートコンストラクションコンサルタン
トが顧客に手厚いサポートを提供
し、また国内外の一流エンジニアを
適切に起用

事例分析（小松製作所）
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自社の目的・特徴 経営方針

「これから」の姿への移行のための戦略
解決策

移行のための課題

これからの外部環境

こ
れ
ま
で

必要な資源

経営デザインシート（全社用）

資源 価値

全社課題（弱み）

資源 ビジネスモデル 価値

これまでの外部環境

こ
れ
か
ら

ビジネスモデル

モノ（建設機械の⾃動化・⾼度化）とコト（施⼯オペレーションの最適化）で施⼯のデ
ジタルトランスフォーメーションを実現し、安全で生産性の⾼いスマートでクリーンな
未来の現場を実現する(コマツIR-DAY2019資料「コマツのデジタルトランスフォーメ
ション戦略」）

顧客が「安全で生産性の⾼いスマートでクリーンな未来の現場」
を実現するためには顧客のDXが必要であり、そのためにはコマツ
のDXが必要

内部資源

•建機製造・メンテナンス技術
•e-KOMATSU推進室（①業務
部門への積極提言②ベンダー
管理）

自社の強み
•建機の品質と信頼性
•デジタル対応力の高さ

知財：建機・KOMTRAX関
連特許

① 現場作業全体の効率化のためには測量、設計、施工
計画、施⼯、検査の全体に関するサービスを提供す
る必要あり（伝統的には建機会社は施工部分のみ）

② 現場全体のデータを取れるのはコマツの建機のみで
構成されている現場だけ

③ 国内のコマツの稼働中建機のうちICT機能を持った
ものはごく一部に止まる

→作業効率化を提供できる範囲が限定的

＋要素

東京オリンピック、アベノミクスの国土
強靭化、震災復興などにより国内需要堅
調

－要素

競合他社もKOMTRAXに相当する機能を提
供

①施工以外の測量、施工計画、検査などの工程に関す
る知見を内部でまたは外部から調達して強化する
②他社と共同で現場データに関するオープンなプラッ
トフォームを立ち上げる
③ICT化されていないコマツの建機や、他社の建機か
らも現場データを取れる仕組みを導入する

外部調達資源（誰か
ら）

•画像解析処理技術
•無線通信
• IoTプラットフォーム
ビジネスの知見

•AIの活用等に関する
ノウハウ

•アプリ

＋要素

現場における安全性・⽣
産性に対するニーズが増
⼤

－要素
① 米国の競合他社がデジタル分野の研究

開発費に2000億円投資（2018）
② 中国の競業他社が急成長して海外に展

開を開始
③ 技能労働者約340万人のうち、今後10

年間で約110万人が高齢化等により離
職の可能性（国交省資料）

④ 将来的にはIT企業が建設データ分野に
進出する可能性

① 測量から検査までの現場作業の各プロセスに関するサービス
提供のためには、従来社内になかった施工以外のプロセスに
関する知見が必要

② 将来的に顧客が他社建機からのデータも活用するためには
オープンプラットフォームが必要

③ ICT機能をより普及させるためには既存建機のICT化が必要

知財 現場データ（顧客）

提供先から得てきたもの

•建機等の対価
•現場データとそこから導か
れる市場動向を部門を超え
て活用

事業ポートフォリオ
各事業の役割・相互関係等

事業
① 建機・車両の販売、保守、レ
ンタル

② リテールファイナンス（リー
ス事業）

③ 産業機械他（プレス機械等）
→①③を②が補助

システム等
•KOMTRAX（1999～、遠隔で建
機の稼働量、位置、燃料残量等
を確認可能なシステム、2001
から無償で標準搭載）

•鉱山向け無人ダンプトラック運
用システム（2008~）
→①②を強化

自社の強み

事業ポートフォリオ
各事業の役割・相互関係等

自社の強み
• IoTについての顧客に対するサポート
•LANDLOGにおける現場データのプラッ
トフォーム・

提供先から得るもの

左記に加え、
①従来ICT化されていなかったコ
マツの建機からのデータ

②他社建機からのデータ
③測量、施工計画、検査に関する
データ

など、豊富な現場データとそこか
ら導かれる市場動向を部門を超え
て活用

提供してきた価値

•建機の自動化・最適化と施工の
最適化

• ICT化により故障を少なくし、施
工に支障が出ないようにし、
「現場全体を止めない建機」を
提供

• ICT化による建機の盗難防止
•施工の自動化による安全性向上

提供する価値

• 建機以外のデータ・機労材の見え
る化を進める。

• 独自見える化デバイスの提供
→測量、設計、施工計画、施工、検査の

各プロセスにつき下記のようなソリュー
ションを提供し、UXを向上

• ドローン画像に基づき現場をコン
ピューター上で３Dで再現（測量）

• ３D上で設計図を作成（設計）

• 蓄積された過去の現場データと照
らし合わせて施工計画を作成（施
工計画）

• 設計図に合わせて建機を一定程
度自動制御（施工）

• ドローン撮影により検査（検査）

外部調達資源（誰から）

•建機用部品（部品製造会社）
知財：現場データ（顧客）

内部資源

•左記に加え、スマートコンス
トラクションコンサルタント
（建設現場の作業全体の情報
に精通した従業員、2018年3
月末時点で296人、2020年3
月末までに400人予定）

自社の強み
•左記に加え、SMART
CONSTRUCTIONの活用に関
する顧客サポート

知財：建機・KOMTRAX・
SMART CONSTRUCTION関連
特許

外部調達資源（誰から）

左記に加え、
•画像解析処理技術（NVIDIA）
•無線通信（NTT docomo）
• IoTプラットフォームビジネスの知
見（SAP）

• AI、IoT及びCloud IoT OSの活用等
に関するノウハウ（OPTIM）

•アプリ（パートナー約40社）

知財：現場データ（顧客）

知財の果たしてきた役割：建
機データに基づく最適な部品
交換時期の提案など

知財の果たす役割：現場データを
用いた測量から検査までのオペ
レーションの最適案の作成

時間軸：2015～2019年

※経営デザインシート全体は別紙にて

DX：デジタルトランスフォーメーション
UX：ユーザーエクスペリエンス



内閣府
知的財産戦略推進事務局デジタルトランスフォーメーション（DX）成功に向けて

•経営者のDXへの決意
• データを活用して向上したユーザーエクスペリエンス（UX）
• データを活用してUXを向上させるビジネスモデル
•資源としてのデータと人材（エンジニア、リーガル部門）

事例における成功要因の分析（再掲）

•目的に対する強いコミットメント、その目的のためのDXになっているか
• DXによってユーザー・顧客にどのような体験（UX）をもたらし、そのUXはどのよう
な意味において顧客のメリットになるのか

•向上したUXを活かし、どういうビジネスモデルを構築するのか（どの部分で収益化を
図るか、どの部分に投資をしていくのか等）

• どのようなデータを取得し、どのような人材を育成・獲得し、どのような外部リソース
を活用していくのか

DX成功に向け、事例を通じて得られた観点
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 データ利活用の具体的な分野や事例に即して検討を行い、その検討結果を横展開



内閣府
知的財産戦略推進事務局デジタルトランスフォーメーション（DX）成功に向けて

 DXの事例分析から、経営デザインシートを利用したDXの推進に向け、考慮すべき
ポイントを整理した。

①経営者のDXに対する強い
コミットメントが記述されて
いるか

②DX実現による顧客UXの
向上が、顧客にとってどの
ようなメリットにつながるの
かが記述されているか

③向上したUXを生かしたビ
ジネスモデルが記述されて
いるか

DX成功に向けてのポイント
経営デザインシート（全社用）

④ビジネスモデルにおいて、ど
のようなデータや人材、そ
の他外部リソースを活用す
るかが記述されているか

6



内閣府
知的財産戦略推進事務局今後の取組の方向性

① 経営デザインシートの活用（横展開）を通じて、企業におけるDX
（データの利活用を含む）を後押し。

② 併せて、具体的な事例を引き続き収集。分野に応じたDXやデータ
利活用のあり方など、検討結果の横展開につなげる。

③ 構想委員会で提示された課題について、関係各省と連携し、必要
な取組を行う。

構想委員会で提示された課題
 企業価値に資するデータのあり方に関する議論が必要
（PLをつくる観点、企業価値を高める観点、市場創造の観点等）

 データを提供する者の立場に立った様々な側面について検討が必要
（利便性、安心感、同意に基づく管理、オーナーシップ等）

 データに関する様々な標準化
（データの信頼性、公平性、データのフォーマット化等）

 データを生かす能力だけでなく、つくる能力やデザインの能力が必要
7
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 個人情報保護委員会 「個人情報の保護に関する法律等の一部を改正する法律案」が閣議
決定（令和2年3月10日）。「いわゆる３年ごと見直し」。自身の個人情報に対する意識の高
まり、技術革新を踏まえた保護と利活用のバランス、越境データの流通増大に伴う新たなリスク
への対応の観点からの改正。

 デジタル市場競争本部 「特定デジタルプラットフォームの透明性及び公正性の向上に関する
法律案」が閣議決定（令和2年2月18日）。デジタルプラットフォームにおける取引の透明性と
公正性の向上を図るために、取引条件等の情報の開示、運営における公正性確保、運営状
況の報告と評価・評価結果の公表等の必要な措置を講じる。

 IT総合戦略室 デジタル社会構築TFを立ち上げ。農業、防災・減災、インフラ、物流、自動運転
など、様々な分野で進められている官民のデータ連携の取組を棚卸しし、分野を超えた連携を可能にする
ために必要となる、データ形式や機能、データ取扱いに係るルール等に関して検討。

 総務省 AIネットワーク社会推進会議 AI経済検討会 データ専門分科会にて、「新たな資
産」としてのデータの機能・役割、及び効果・価値の測定方法 等について検討中。

 経済産業省 AIのライフサイクル、品質保証に係る国際標準の提案に向けた標準化活動を推
進中。また、NEDOプロジェクトにてAIの品質保証や品質評価手法に関して産総研に委託し
研究開発中。

 経済産業省 「AI・データの利用に関する契約ガイドライン 1.1版」を策定。主な改定内容は、
不正競争防止法改正に伴う限定提供データへの対応。
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